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・既存庁舎の耐震化

・既存庁舎の老朽・狭あい

・アクセスの確保が図られている

その他の効果等

・既存庁舎は経年による老朽化が著しく、業務量の増大や組織統廃合による狭あいが生じているた

め、入居官署から早急な合同庁舎整備の要望がある

新規事業採択時評価

1.3 B-C 7 12

・災害時の防災拠点としての機能・耐震安全性を確保する。

・環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）として合同庁舎を整備することにより、地球温暖化対策に推

進に寄与する

便益の主な根拠

・建物性能の向上による

基準年度 平成１８年度

B:総便益(億円) 29 C:総費用(億円) 21 B/C

妥当性の主な根拠

約16

目的・必要性

入居予定官署は経年による老朽化及び、狭あい化が進み業務に支障を生じており、耐震安全性が確保

されていない。

評点 133点

緊急性の主な根拠

評点 121点

次ページ参照

事業名(箇所名) 名古屋港湾合同庁舎（別館）
担当課 計画課

中部地方整備局
担当課長名 澤木　英二

名古屋市港区入船２－３－１３

事業諸元
構造：ＲＣ－９－１

規模：５，２００㎡

事業採択 平成１９年度 完了 平成２１年度



施設名：名古屋港湾合同庁舎別館 事業場所：愛知県名古屋市港区２－３－１３

案内図

名古屋港湾合同庁舎別館建設予定地


